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は じ め に 

  

 

平成 23 年 3 月 11 日に起きた東日本大震災では、これまで私たちが経験したことのない大地

震と、津波がこの仙台、東北地方、東日本を襲いました。 

 被災者の方々の避難所生活は長く続き、そして悲しみは永遠に続きます。 

 生かされた命、そして普通の生活のありがたさと尊さを感じ得ずにはいれません。 

 いまだライフラインが復旧しない状況であり不気味に余震も続きます。暗く冷たく寒い恐怖

の中、被災地の自宅、避難所で、自分のこともままならないのにもかかわらず懸命に介護をさ

れているご家族の方が多数おられます。 

負けないでください。声を出して下さい。ここに認知症の方がいます。そして介護する家族

がいます。 

 

 高齢者の福祉、介護に携わる専門職が、在宅で介護をされているご家族に何ができるのか、

そして、すぐにできることから始めよう。本事業の第一歩はそのような思いからでした。 

24 時間日々在宅で介護する家族を支援するためには、よりきめ細かく、そしてより専

門的な支援が必要です。本当に支援が必要な時に必要な支援が届けられることが望ましい

のですが、これまで行われてきた家族支援策では、自らが出向く、電話する、声を上げる

ことで初めて専門的な支援が享受され、声を出したくても出すことができなかった家族や、

近隣や周囲へ家庭の問題であると打ち明けることを躊躇している家族、最も大変な時期で

ある介護初期の戸惑いの中にある家族は、限界まで頑張りそして介護負担を増大させてし

まう恐れがあります。 

 本事業では、そうした家族を支援することを目指して、そのために、より家族に近い存

在の専門職のアウトリーチ機能を発揮する仕組みを作ることを目指しました。 

デイサービスの送迎時やホームヘルパーが訪問した際、介護支援専門員が面談する際に、

小さな変化を察知し、効果的な一言をかけるだけで救われ、そして介護を継続していくこ

とができるという家族の言葉は、この事業実施を通じて多く聞かれた言葉でもあります。 

 当センターでは、こうした、家族へのアウトリーチ機能を高めるための教育研修プログ

ラムと教材を作成し、それが恒常的に全国のより多くの地域で開催されるためのシステム

を構築することを目的として平成20年度より平成22年度までの3年間で実施してきまし

た。 

本事業の成果が一人でも多くの認知症の人と介護家族にとって役立つものとなること

を祈念しております。 

  

認知症介護研究・研修仙台センター 

センター長 加 藤 伸 司 
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第１章 事業の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ●高齢者世帯の増加と核家族化 

  わが国における在宅介護の課題は、急速な 1970 年代の高度経済成長がもたら

した都市化、地方の過疎化に由来する人口の都市部への偏重の課題、そして急

速な少子高齢化に伴う世帯構成の変化によっておこる介護の担い手の不足が指

摘されている。 

  世帯構成の変化では、世帯人員の減少と世帯数の増加がその課題を顕著に示

している。昭和 28 年の総世帯数は 1718 万世帯、世帯人員の平均が 5 人であっ

たのに対し、平成 21 年 6 月 4 日現在の世帯総数は 4801 万 3 千世帯で平均世帯

人員は、2.62 人となっている（図 1-1）。 

  つまり、これまで家父長制の中で例えば長男の嫁が介護を担うというような

家族の役割としての介護が崩壊し、少ない世帯人員の中で誰が介護を担い、そ

して誰が補助介護者になるのかということが在宅介護の大きな課題となってき

たのである。 

１．問題の所在 

第５章 在宅介護支援と不適切ケアおよび虐待の発生防止に向けた調査結果 

～予兆察知・未然対応・早期介入に向けて～・・・・・・・・・・・105 
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  ２．調査の方法 

１）対象者 

２）手続き 

３）調査期間 

４）配布と回収 

５）質問項目 

６）分析方法 
３．対象者の属性 
４．不適切ケア・高齢者虐待の予兆察知場面 

１）分析の視点 

２）訪問(送迎時)での不適切なケア、高齢者虐待の予兆察知場面 

３）訪問時や送迎時に直観的に察知する予兆 

４）訪問時や送迎時のあいさつや会話から察知する予兆 

５）訪問時や送迎時に言葉以外のしぐさや態度から察知する予兆 

６）訪問時や送迎時の直接的な訴えで察知する予兆 

７）訪問時や送迎時に自宅の様子を観察して察知する予兆 

５．介護家族からの相談内容と在宅介護の限界 
１）介護家族からの相談内容 

２）介護の限界を察知する要因 

６．介護家族への声かけと兆候察知後の対応方法 
１）送迎・訪問時の介護家族からの直接的訴えへの対応 

２）送迎・訪問時の高齢者からの直接的訴えへの対応 

３）自宅の様子から察知した場合の対応 

４）家族からの相談内容 

５）在宅介護の限界を感じること 
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